
資料３
いじめ防止対策推進法の「重大事態」への対応フロー

県教育委員会又は学校法人（設置者）
知事

県立学校又は私立学校（学校）

重大事態発生の疑い

設 第１号事態（いじめによる生命，心身，

置 認知 財産への重大な被害の疑い）

者 第２号事態（いじめによる相当の期間の

又 学校欠席の疑い）

は

学 設置者又は学校 知事

校 学校から（県立学校の場合は県教委を通じ）報告

に 県立学校：自治体の長

よ 設置者が当初調査の主体を決定 私立学校：私学所轄庁

る 連携可

当 学校 設置者

初 県立学校の場合，

調 当初調査 県教委から諮問

査

の 答申 県いじめ問題等対策審議会

段 （いじめ問題調査部会）

階

部会調査（独立的）

知事

当初調査の結果を報告

県立学校：自治体の長

再調査の必要性を判断 私立学校：私学所轄庁

知

事 なし あり

に

よ 法による対応終結 再調査実施決定

る

再

調 諮問

査 答申

の 設置者又は学校 知事 県いじめ問題調査委員会

段 再調査の結果を通知

階 再調査 委員会調査（独立的）

県立学校の場合， （私立学校の場合，措置 県立学校 進捗・結果説明

措置の主体は県教委 の主体は右記の知事（学 結果報告

（既存権限内） 校法人又は学校が措置を 児童生徒

講じられるよう）） 県議会 保護者

再調査の結果を踏まえた必要な措置 再調査の結果を踏まえた必要な措置 （既存権限内）

私立学校の場合，私立学校法第６条権限等を活用


